
令和６年度　最終予算

○ 一般会計　　１，３４８億５，０１５万円

市 の 財 政 状 況

○ 特別会計　　４０８億８１９万円　

国民健康保険 190億4,829万円 後期高齢者医療 25億3,242万円
公設地方卸売
市場事業

3,492万円 整備墓地 2,428万円
工業用地造成
事業

9億1,510万円

介護保険 181億7,675万円 電気事業 7,643万円

万円

0億円 50億円 100億円 150億円 200億円 250億円 300億円

その他

使用料及び手数料

繰越金

諸収入

市債

地方消費税交付金

県支出金

寄附金

地方交付税

市税

国庫支出金

繰入金

31億7,332万円

14億859万円

15億4,491万円

38億6,951万円

40億5,866万円

41億9,759万円

100億2,370万円

177億1,958万円

187億5,224万円

200億9,920万円

215億7,573万円

284億2,712万円

令和６年度歳入最終予算

0億円 50億円 100億円 150億円 200億円 250億円 300億円 350億円 400億円 450億円

予備費

労働費

議会費

災害復旧費

消防費

農林水産業費

衛生費

商工費

公債費

教育費

土木費

民生費

総務費

1億円

935万円

3億4,075万円

6億1,983万円

21億6,683万円

42億660万円

60億6,022万円

65億9,432万円

71億348万円

92億5,689万円

98億4,528万円

435億3,851万円

450億809万円

令和６年度歳出最終予算(款別）

歳入 歳出

都城市公告第１３９号

都城市財政状況の公表に関する条例の定めるところにより、

令和６年１０月１日から令和７年３月３１日までの財政状況

を次のとおり公表します。

令和７年６月１日

都城市長 池田 宜永

市の予算は、「一般会計」「特別会計」「企業会計」の３つの会計からなっています。

一般会計・・・ 市が行う仕事の中心となる部分の会計です。

学校の校舎改修やごみの収集、福祉サービスの提供などさまざまな目的

に使われていて、市税などが主な財源となっています。

特別会計・・・ 特定の収入（保険料や使用料など）で、その仕事の支出を賄う会計です。

介護保険事業や国民健康保険事業などが、これに該当します。

企業会計・・・ その仕事自体に収益（使用料）があり、その収益で支出を賄う独立採算

制の会計で、水道事業などがこれに該当します。

【主な用語の説明】

○歳入

【自主財源】・・・地方公共団体が自主的に収入しうる財源

市税・・・・・個人・法人市民税、固定資産税、軽自動車税等

繰入金・・・・一般会計・特別会計・基金等の会計間でやりとりする資金

【依存財源】・・・国・県により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入

国庫支出金・・特定目的事業の財源となる国の補助金等

地方交付税・・国税のうち所得税・法人税・酒税・消費税の一定割合及び地方法人税の全額を、

一定の基準により国が交付する税

市債・・・・・建設事業や災害復旧事業などの財源となる借入金

○歳出（款）

総務費・・・・・選挙、戸籍、徴税、市庁舎管理等の経費

民生費・・・・・高齢者、障がい者、児童等の福祉全般の事業経費

商工費・・・・・商工業、観光振興等の経費

土木費・・・・・道路、公園整備、住宅管理等の経費

公債費・・・・・市債を返済するための経費

教育費・・・・・教育や文化財保護、スポーツ振興等の経費

農林水産業費・・農業振興、林業振興等の経費

衛生費・・・・・清掃、保健衛生等の経費

消防費・・・・・消防事務、消防団活動等の経費

災害復旧費・・・公共土木災害、農林土木災害等の事業経費

議会費・・・・・議会の活動等の経費

労働費・・・・・雇用促進等の経費

○歳出（性質）

扶助費・・生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等に基づき支給する経費

人件費・・議員の報酬、特別職・一般職員の給料・手当・共済費等

公債費・・市債を返済するための経費

補助費等・自動車重量税、負担金、補助金、国・県への返還金等

物件費・・物品購入、光熱水費等公共料金、使用料、旅費、交際費、委託料等

積立金・・一定の目的達成や財源不足に備えるための基金に積み立てる経費

繰出金・・一般会計・特別会計の会計間でやりとりする資金

普通建設事業費・・

道路、橋りょう、学校等の公共用又は公用施設の建設経費

災害復旧事業費・・

大雨、暴風、地震等の災害により被災した施設の復旧のための経費

義務的経費

41%

その他の

行政経費

49%

投資的経費

10%

扶助費

25%

人件費

11%

公債費

5%

物件費

18%

積立金

17%

補助費等

9%

繰出金

4%

普通建設事業費

10%

令和６年度歳出最終予算(性質別）

歳出

【義務的経費】

扶助費 317億1,247万円

人件費 144億6,199万円

公債費 71億348万円

【その他の行政経費】

物件費 246億3,106万円

積立金 224億1,466万円

補助費等 124億3,075万円

繰出金 54億8,290万円

① 出資金貸付金 20億678万円

② 維持補修費 3億6,728万円

② 予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 135億2,542万円

③ 災害復旧事業費 6億1,336万円

②
①

③

自主財源

54%

依存財源

46%

繰入金

21%

市税

15%

寄附金

13%

国庫支出金

16%

地方交付税

14%

県支出金

8%

地方消費税交付金

3%

令和６年度歳入最終予算

歳入

② ①

④

③

⑤ ⑥

【自主財源】

繰入金 284億2,712万円

市税 200億9,920万円

寄附金 177億1,958万円

① 諸収入 38億6,951万円

② 繰越金 15億4,491万円

③ 使用料及び手数料 14億859万円

③ 分担金及び負担金 5億7,926万円

③ 財産収入 1億9,879万円

【依存財源】

国庫支出金 215億7,573万円

地方交付税 187億5,224万円

県支出金 100億2,370万円

地方消費税交付金 41億9,759万円

④ 市債 40億5,866万円

⑤ 地方譲与税 10億5,206万円

⑥ 地方特例交付金 8億1,379万円

⑥ 法人事業税交付金 2億9,289万円

⑥ 環境性能割交付金 5,792万円

⑥ 配当割交付金 5,313万円

⑥ 交通安全対策特別交付金 4,310万円

⑥ 株式等譲渡所得割交付金 4,165万円

⑥ ゴルフ場利用税交付金 2,650万円

⑥ 国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,130万円

⑥ 利子割交付金 293万円

令和６年度予算における
　民生費のうち高齢者一人当りの老人福祉費 139,128円　 市民一人当りの議会費 2,144円　

　衛生費のうち市民一人当りの清掃費 15,892円　 市民一人当りの消防費 13,636円　

　農林水産業費のうち農家１戸当りの農業費 663,080円　 市民一人当りの戸籍住民基本台帳費 4,942円　

　土木費のうち市民一人当りの道路橋りょう費 21,021円　 市税の市民一人当りの負担額 126,489円　

　土木費のうち市民一人当りの公園費 20,307円　 地方交付税の市民一人当りの交付額 118,012円　

　教育費のうち小学生一人当りの小学校費 224,593円　 市民一人当りの市債残高 414,042円　

　教育費のうち中学生一人当りの中学校費 209,196円　 市民一人当りの交付税措置後の市債実質負担額 128,731円　

　この算出に用いた人口等は、国勢調査に基づく令和7年4月1日現在の推計人口(158,901人）、令和7年4月1日現在の65歳以上の住
民基本台帳人口（51,748人）、2020世界農林業センサスの農家数(5,460戸）、令和7年5月1日現在の学校基本調査の児童数(9,298
人)、生徒数(4,695人）です。



令和７年度　当初予算

○ 一般会計　　１，０５９億８，０００万円　
（　対前年度当初予算比　８．６％増　）

現　　在　　高 交付税措置額 実質残高 ※令和７年3月31日現在で、令和６年度会計における一時借入金の利息返済はありません。

641億830万円 453億3,615万円 187億7,215万円

公設地方卸売市場事業 3億8,870万円 0万円 3億8,870万円

3,153万円 0万円 3,153万円

9億6,540万円 0万円 9億6,540万円

2億9,772万円 0万円 2億9,772万円

657億9,165万円 453億3,615万円 204億5,550万円

交付税措置額とは、市債現在高のうちその償還について、国が地方交付税に算入するとした額です。

○収入 ○支出
金　額 金　額

うち基本給（市税など） 　　家の増改築や車の購入など（投資的経費） 60 万円

うち諸手当（交付税など） 　　子どもへの仕送り（補助費） 40 万円

　　実家からの援助（国庫支出金など） 　　医療・子育て費用（扶助費） 88 万円

　　貯金からの取り崩し（繰入金） 　　生活・活動費（人件費・物件費など） 168 万円

　　ローンの借り入れ（市債） 　　ローン返済（公債費） 26 万円

　　昨年からの繰越金（繰越金） 　　貯金（積立金） 81 万円

463 万円

226 万円

※2019年全国家計構造調査（総務省統計局）における都道府県別の世帯年間収入（宮崎県）の４６３万１千円を基に算出

463 万円 合　　計

　　年度末貯金残高（全基金） 　　年度末ローン残高（起債残高）

○ 特別会計　　４１５億９，７０９万円　（　対前年度当初予算比　３．５％増　）

国民健康保険 192億8,839万円 後期高齢者医療 26億2,922万円
公設地方卸売市場
事業

一時借入金の状況

3,926万円 整備墓地 2,455万円
工業用地造成
事業

17億3,838万円

整備墓地

会　　　　計　　　　名

一般会計

令和６年度末市債残高（決算見込み）

介護保険 178億766万円 電気事業 6,963万円

110 万円

工業用地造成事業

電気事業特別会計

合　　　　　　　　　　　　計

令和６年度一般会計最終予算を年間４６３万円の収入のある家計におきかえると・・・

項　　目 項　　目

給与
191 万円

67 万円

69 万円

21 万円

5 万円

合　　計

181 万円

自主財源

477億855万円

45%

依存財源

582億7,145万円

55％

市税

20%

繰入金

19%

諸収入

4%
国庫支出金

18%

地方交付税

16%

県支出金

9%

市債

7%

地方消費税交付金

4%

令和７年度歳入当初予算

歳入

②
①

③

0億円 50億円 100億円 150億円 200億円 250億円 300億円 350億円 400億円 450億円

予備費

労働費

議会費

災害復旧費

農林水産業費

消防費

商工費

衛生費

公債費

土木費

教育費

総務費

民生費

1億円

1,130万円

3億6,090万円

4億2,431万円

34億7,126万円

35億9,398万円

52億33万円

65億9,989万円

74億223万円

91億6,922万円

97億4,598万円

160億2,679万円

438億7,381万円

令和７年度歳出当初予算(款別）

歳出

0億円 25億円 50億円 75億円 100億円 125億円 150億円 175億円 200億円 225億円

その他

地方特例交付金

分担金及び負担金

地方譲与税

使用料及び手数料

地方消費税交付金

諸収入

市債

県支出金

地方交付税

国庫支出金

繰入金

市税

7億5,311万円

6億3,256万円

1億2,994万円

10億3,079万円

14億9,598万円

44億5,966万円

42億6,700万円

70億7,900万円

91億18万円

167億7,700万円

193億3,950万円

200億764万円

209億764万円

令和７年度歳入当初予算

義務的経費

526億8,176万円

50％

その他の行政経費

374億8,320万円

35％

投資的経費

158億1,504万円

15％

扶助費

29%

人件費

14%

公債費

7%

物件費

19%

補助費等

9%

繰出金

5%

出資金貸付金

2%

普通建設事業費

15%

令和７年度歳出当初予算(性質別)

歳出

【義務的経費】

扶助費 310億1,117万円

人件費 142億6,836万円

公債費 74億223万円

【その他の行政経費】

物件費 199億678万円

補助費等 94億5,658万円

繰出金 55億5,364万円

出資金貸付金 20億399万円

① 維持補修費 2億5,889万円

① 積立金 2億332万円

① 予備費 1億円

【投資的経費】

普通建設事業費 153億9,073万円

② 災害復旧事業費 4億2,431万円

①

②

歳入

【自主財源】

市税 209億764万円

繰入金 200億764万円

諸収入 44億5,966万円

① 使用料及び手数料 14億9,598万円

② 分担金及び負担金 6億3,256万円

② 財産収入 2億507万円

【依存財源】

国庫支出金 193億3,950万円

地方交付税 167億7,700万円

県支出金 91億18万円

市債 70億7,900万円

地方消費税交付金 42億6,700万円

③ 地方譲与税 10億3,079万円

③ 法人事業税交付金 2億8,996万円

③ 地方特例交付金 1億2,994万円

③ 環境性能交付金 6,669万円

③ 配当割交付金 6,485万円

③ 株式等譲渡所得割交付金 4,566万円

③ 交通安全対策特別交付金 4,310万円

③ ゴルフ場利用税交付金 2,372万円

③ 国有提供施設等所在市町村助成交付金

1,125万円

③ 利子割交付金 281万円


